
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年11月５日

【四半期会計期間】 第35期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）

【会社名】 九州旅客鉄道株式会社

【英訳名】 Kyushu Railway Company

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員　　青柳　俊彦

【本店の所在の場所】 福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号

【電話番号】 092-474-2501

【事務連絡者氏名】 財務部長　　吉浦　栄樹

【最寄りの連絡場所】 福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号

【電話番号】 092-474-2501

【事務連絡者氏名】 財務部長　　吉浦　栄樹

【縦覧に供する場所】 九州旅客鉄道株式会社東京支社

（東京都千代田区永田町二丁目12番４号　赤坂山王センタービル９階）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡県福岡市中央区天神二丁目14番２号）

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

四半期報告書

 1/29



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第２四半期連結
累計期間

第35期
第２四半期連結

累計期間
第34期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

営業収益 （百万円） 124,552 141,621 293,914

経常損失（△） （百万円） △19,520 △1,064 △19,323

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（百万円） △10,248 △2,025 △18,984

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △13,666 80 △15,423

純資産額 （百万円） 397,279 378,122 395,408

総資産額 （百万円） 896,915 861,257 891,379

１株当たり四半期（当期）

純損失金額（△）
（円） △65.23 △12.89 △120.83

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.8 43.7 43.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △15,193 21,669 △10,361

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △19,427 △52,006 △53,912

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 125,250 5,931 105,870

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 114,417 40,872 65,019

 

回次
第34期

第２四半期連結
会計期間

第35期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自2020年７月１日
至2020年９月30日

自2021年７月１日
至2021年９月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △32.64 △18.79

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する当社株式は、１株当た

り四半期（当期）純損失金額（△）の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第35期第１四半期連結会計期

間の期首から適用しており、第35期第２四半期連結累計期間及び第35期第２四半期連結会計期間に係る主要

な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。詳細は、「第４　経理

の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更等）」に記載のとおりであります。

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

四半期報告書

 2/29



２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

 

　　＜不動産・ホテルグループ＞

新たに設立したＪＲ九州アセットマネジメント株式会社（設立日 2021年４月１日）を、第１四半期連結会計期

間より連結の範囲に含めております。

従来、連結子会社であったＪＲ九州ホテルズアンドリゾーツホールディングス株式会社は、清算結了したことか

ら第１四半期連結会計期間末より連結の範囲から除外しております。

 

　　＜流通・外食グループ＞

新たに設立した株式会社ヌルボン（設立日 2021年８月10日）を当第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含

めております。

 

　　＜その他グループ＞

新たに設立した合同会社ＪＲ九州企業投資（設立日 2021年４月１日）を、第１四半期連結会計期間より連結の

範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変

更があった事項は、次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報　第２ 事

業の状況　２ 事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

12　運輸サービスグループに関する事項

（整備新幹線について）

(1）整備新幹線の建設計画

整備新幹線は、1970年に制定された全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）に基づき、1973年に整備

計画が決定されており、当社は九州新幹線（鹿児島ルート（福岡市～鹿児島市）、西九州ルート（福岡市～長

崎市））について営業主体とされました。

このうち、九州新幹線（鹿児島ルート）については、2004年３月13日に新八代・鹿児島中央間、2011年３月

12日に博多・新八代間がそれぞれ開業しました。

九州新幹線（西九州ルート）については、武雄温泉・長崎間（西九州新幹線）がフル規格で建設主体である

鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「鉄道・運輸機構」という。）により工事が進められており、2022年

度秋頃に武雄温泉駅で博多・武雄温泉間を走行する在来線特急と対面乗り換えを行うこと（いわゆるリレー方

式）により暫定開業する予定です。

また、新鳥栖・武雄温泉間については、当初、在来線を活用する軌間可変電車を導入する予定であったもの

の、2017年７月14日の国土交通省の軌間可変技術評価委員会において、軌間可変電車の安全性、経済性につい

て引き続き課題が残っているものと評価されるなど、軌間可変電車の開発状況に鑑み、2018年７月19日に与党

整備新幹線建設推進プロジェクトチーム九州新幹線（西九州ルート）検討委員会（以下「検討委員会」とい

う。）により導入が断念されました。その後、2019年８月５日の検討委員会において、「九州新幹線（西九州

ルート）の整備のあり方等に関する基本方針」が示され、武雄温泉駅での対面乗換が恒久化することはあって

はならず、新鳥栖・武雄温泉間はフル規格（複線）で整備することが適当であることと、今後は、国土交通

省、佐賀県、長崎県、当社の間で協議を行い、検討を深めていくべきであり、国土交通省に対し、協議の実施

と検討委員会への報告を求めることとされました。以後、2021年５月31日までに国土交通省と佐賀県との間で

４回の協議がなされ、2020年11月26日及び2021年６月３日には国土交通省と当社、2020年12月25日には国土交

通省と長崎県との間で協議が行われましたが、合意には至っておりません。したがって、現時点において、新

鳥栖・武雄温泉間の整備方式は決定しておりません。

 

(2）整備新幹線建設の費用負担

整備新幹線は、鉄道・運輸機構が建設を行っており、その費用は国、地方公共団体及びＪＲが負担すること

とされていますが、ＪＲの負担については、次のイ及びロ（当社の負担はイのみ）を充てることとされていま

す。

イ　整備新幹線の営業主体となるＪＲが支払う貸付料等

ロ　既設の新幹線鉄道施設の譲渡収入の一部

1997年10月の北陸新幹線高崎・長野間の開業に伴い、整備新幹線の営業主体であるＪＲが支払う貸付料の額

の基準が設けられ、現在は独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令（平成27年政令第392号）

（以下「施行令」という。）第６条に規定されています。

施行令において、貸付料の額は、当該新幹線開業後の営業主体の受益の程度を勘案し算定された額に、貸付

けを受けた鉄道施設に関して鉄道・運輸機構が支払う租税及び鉄道・運輸機構の管理費の合計額を加えた額を

基準として、鉄道・運輸機構において定めるものとされています。ここでいう受益は、新幹線が開業した場合

の当該新幹線区間及び関連線区区間の収支と、開業しなかったと仮定した場合の並行在来線及び関連線区区間

の収支を比較し、前者が後者より改善することにより営業主体が受けると見込まれる利益とされており、具体

的には、開業後30年間の需要予測及び収支予測に基づいて算定されることとなります。なお、この受益の程度

を勘案し算定された額については、開業後30年間は定額とされています。また、租税及び鉄道・運輸機構管理

費相当額については、営業主体の当該新幹線開業後の経費として、受益算定の際に反映されています。

整備新幹線の建設を行う鉄道・運輸機構は建設費の調達を行い、建設した施設を保有することとされていま

す。当社は完成後にこの施設の貸付けを受け、開業後に上記イの貸付料等を支払うこととなっており、建設期

間中における同機構への建設費の直接負担は原則としてないものとされています。

なお、九州新幹線（鹿児島ルート）については、ＪＲ会社法改正法及び九州旅客鉄道株式会社の経営安定基

金の取崩しに関する省令（平成27年国土交通省令第61号）に基づき、上記貸付料の定額部分につき、2016年４
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月１日から各区間の開業後30年までに係る貸付料の全額（約2,205億円）を一括して2015年度末に鉄道・運輸機

構に支払っております。

また、九州新幹線（西九州ルート）については、当該路線の営業主体となる当社が、建設主体である鉄道・

運輸機構に支払う新幹線鉄道施設の貸付料については、現段階で決定しておりません。

 

(3）並行在来線の扱い

九州新幹線（鹿児島ルート）については、2004年３月の新八代・鹿児島中央間の開業時に、並行在来線であ

る鹿児島本線八代・川内間は経営分離され、「肥薩おれんじ鉄道株式会社」に引き継がれました。

また、九州新幹線（西九州ルート）については、長崎本線肥前山口・諫早間は経営分離せず、2022年度秋頃

に予定されている開業時点で上下分離し、当社は、当該開業時点から３年間は一定水準の列車運行のサービス

レベルを維持するとともに、当該開業後、23年間運行を維持することを関係６者(当社、佐賀県、長崎県、検討

委員会、国土交通省及び鉄道・運輸機構)にて確認しております。

 

(4）整備新幹線建設に関する当社の考え方

(2)記載の貸付料のうち、受益の程度を勘案して算定される額は、実際の収益に関わらず定額を支払うことと

されているため、収支が予測を下回る場合、当社の鉄道事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、建設の遅滞等により開業の遅れが発生した場合や、開業後の収益が予測を下回った場合、当社グ

ループの事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社は、2019年３月27日の検討委員会において、リレー方式による運営が長期化又は固定化することは、地

域振興効果が極めて限定的になること等から、到底受け入れられない旨の表明をしており、少しでも早期に全

線開業できるよう要望しているところです。

さらに、2019年４月12日に国土交通省より鉄道・運輸機構に対して、工事予算の増額等を主旨とする工事実

施計画（武雄温泉・長崎間）の変更認可がなされました。なお、2018年11月28日の与党整備新幹線建設推進プ

ロジェクトチームにおいて、当社は、整備新幹線の建設費に応じて貸付料を引上げることについて、整備新幹

線の基本的なスキームを大幅に逸脱するものであり受け入れられるものではない旨の表明をしております。

また、2021年６月14日に検討委員会より、九州新幹線（西九州ルート）について、新鳥栖・武雄温泉間の在

来線については、ＪＲ九州が運行を維持することが不可欠である等の検討状況が示されました。なお当社は、

経営上極めて重要な課題となる並行在来線の取扱いについては、

・在来線の利便性の問題は、地域の皆様にとって重要な課題である

・必ずしも経営分離を前提とせず、佐賀県等から具体的な課題認識のご意見を拝聴しながら、真摯に議論を

深めたい

・佐賀県と国土交通省の「幅広い協議」において、「フル規格」という選択肢にある程度の目途がつきそう

な段階になれば、議論を深めたい

との考えを、国土交通省との協議において示しております。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等
を適用しております。
　詳細は、「第４ 経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更等）」及び「第４　経理の状
況　１　四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大が生じ、緊急事態

宣言が発令され、複数回延長されるなど、サービス分野を中心に内需は低迷が続きました。ワクチン接種の広がり

等により、感染抑制と消費活動の両立が期待されるものの、景気回復の時期や程度等については依然として不確実

性が高く、当面厳しい状況が続くと考えられます。

　当社グループにおきましても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大および緊急事態宣言の発令に伴い鉄道事業

をはじめとした各事業において、移動需要の減少及び個人消費の低迷による影響を受けております。このような状

況のなか、当社グループは、基幹事業である鉄道における「安全」は最大の使命であるとの認識のもと、鉄道の安

全への投資を着実に行うとともに、拠点地域の戦略的まちづくりの一環として、本年４月に熊本駅ビルを開業しま

した。さらに、新型コロナウイルス感染症の収束を願って九州の元気を発信する「その日まで、ともにがんばろ

う」プロジェクトの展開や地域特化型ファンドの設立等、「地域を元気に」する取り組みも行いました。また、先

行き不透明な経営環境の変化に備え、従業員の一時帰休を含め、鉄道事業を中心としたコスト削減の取り組みを実

施しました。

　この結果、営業収益は前年同期比13.7％増の1,416億21百万円、営業損失は40億72百万円（前年同期の営業損失

は205億71百万円）、EBITDAは88億20百万円（前年同期のEBITDAは△73億２百万円）、経常損失は10億64百万円

（前年同期の経常損失は195億20百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は20億25百万円（前年同期の親会

社株主に帰属する四半期純損失は102億48百万円）となりました。

(注) 当第２四半期連結累計期間におけるEBITDAは、営業利益に減価償却費を加えた数値（転貸を目的としたリー

ス資産に係る減価償却費を除く）であります。

 

　当社グループの業績をセグメントごとに示すと次のとおりです。

（単位：百万円）

セグメントの名称
営業収益 営業利益又は営業損失（△） EBITDA（注２）

当第２四半期

連結累計期間

前期比
増減

前期比
増減率

当第２四半期

連結累計期間

前期比
増減

前期比
増減率

当第２四半期

連結累計期間

前期比
増減

前期比
増減率

運輸サービス 48,970 7,617 18.4% △11,983 9,169 － △7,766 8,011 －

建設 38,645 2,502 6.9% 1,199 126 11.8% 1,692 127 8.2%

不動産・ホテル 43,774 16,471 60.3% 6,756 5,275 356.1% 13,703 6,215 83.0%

　不動産賃貸業 28,302 5,323 23.2% 7,348 2,327 46.4% 13,195 3,358 34.1%

　不動産販売業 11,943 10,035 526.0% 1,556 1,908 － 1,562 1,908 －

　ホテル業 3,529 1,112 46.1% △2,148 1,039 － △1,054 948 －

流通・外食 19,667 △9,780 △33.2% △1,124 823 － △537 691 －

その他 27,729 △552 △2.0% 1,295 856 195.2% 2,116 848 67.0%

合計 178,787 16,257 10.0% △3,856 16,251 － 9,208 15,895 －

調整額（注１） △37,166 810 － △216 247 － △387 228 －

連結数値 141,621 17,068 13.7% △4,072 16,498 － 8,820 16,123 －

（注）１　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２　連結EBITDA＝営業利益＋減価償却費（セグメント間取引消去後、転貸を目的としたリース資産に係る減価償

却費除く）、セグメント別EBITDA＝各セグメント営業利益＋各セグメント減価償却費（セグメント間取引消

去前、転貸を目的としたリース資産に係る減価償却費除く）
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①　運輸サービスグループ

鉄道事業においては、安全を確保し、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じたうえで収入の確保に努

めるとともに、固定費の高い鉄道事業の収支改善の取り組みとして、コスト削減を進めました。

　安全面では、当社グループ全体のゆるぎなき安全をつくりだすために、「命を守る!!ルールを理解し、実践す

る」をスローガンに、安全創造運動に取り組みました。また、車両の新製や老朽設備の取替等の安全投資を着実に

実施しました。

　サービス面では、新型コロナウイルス感染症の感染防止に配慮しながら、お客さま一人ひとりのニーズを汲み取

り、期待に応えスピーディーに行動することに努めました。また、ライオン株式会社とタイアップしたD＆S列車で

の衛生プロモーションやタッチレス指定席券売機の実証実験等、新しい生活様式に合わせた安全で安心してご利用

いただけるサービスの提供にも努めました。

営業面では、九州新幹線全線開業10周年を記念した熊本、鹿児島を対象とした観光キャンペーンや、HKT48を

パートナーに「もっと！みんなの九州プロジェクト」を実施しました。また、「きっぷこそ、ネットでね！」を

キャッチコピーに、インターネット列車予約サービスのご利用拡大に向けたプロモーションを実施しました。な

お、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴うお客さまのご利用減少に合わせ、一部の割引きっぷの発売終了ま

たは価格改定を実施するとともに、新たな収益機会の獲得を目指した新幹線荷物輸送の事業を開始しました。

　輸送面では、駅や車両における感染防止対策を講じつつ、交通ネットワークという社会インフラの維持に努めま

した。「平成２９年７月九州北部豪雨」の影響により添田～夜明間で代行輸送を行っている日田彦山線において

は、バス高速輸送システム（ＢＲＴ）の導入による復旧について関係自治体と合意し、復旧に向けた準備を進めて

います。また、昨年７月に発生した「令和２年７月豪雨」の影響により、肥薩線の鉄道施設に被害が生じ、一部区

間において代行輸送を行っております。

　船舶事業においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための水際対策として、日本政府から旅客運

送停止要請を受け、昨年３月からの定期航路全便の運航休止を継続しました。また、定期航路の運航休止中の取り

組みとして、本年３月から新型高速船「QUEEN BEETLE」での国内遊覧運航を実施しておりましたが、福岡県にまん

延防止等重点措置と同等の措置及び緊急事態宣言が発出されたことを受け、国内遊覧運航についても５月６日から

７月11日までの期間及び８月２日から９月30日までの期間の運航を休止しました。

　バス事業においては、感染拡大防止の取り組みを通してお客さまに安心してご乗車いただける環境づくりに努め

つつ、ご利用状況に応じた減便を行いました。

　新たなモビリティサービス（ＭａａＳ）の分野においては、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている福岡

市都心部の賑わいを取り戻すことを目的に、西日本鉄道株式会社、天神・博多地区の18の商業施設と共同したデジ

タルチケットをＭａａＳアプリ上で販売しました。2020年度より取り組みを行っている宮崎地区では、持続可能な

地域交通サービスの構築に向け、宮崎交通株式会社と2021年９月に地域輸送サービスにおける連携に関する覚書を

締結し、日豊本線高鍋駅で路線バスと鉄道による新たな地域輸送サービスをスタートしました。その他、大分県由

布院地区を始め、九州内各地でのＭａａＳの展開に向けて取り組んでいます。また、西日本旅客鉄道株式会社が提

供するＭａａＳアプリを通じ、当社管内の駅に関する情報や列車走行位置情報を提供することに合意し、サービス

を開始するなど、九州外の交通事業者とも連携した取り組みを推進しました。

　この結果、営業収益は前年同期比18.4％増の489億70百万円、営業損失は119億83百万円（前年同期の営業損失は

211億52百万円）、EBITDAは△77億66百万円（前年同期のEBITDAは△157億77百万円）となりました。

 

②　建設グループ

　建設業においては、鉄道の専門技術を活かし、鉄道に係る土木・軌道・建築工事やメンテナンス事業、車両機械

設備工事業を通して鉄道事業の安全・安定輸送に貢献しました。鉄道工事については、昨年度に引き続き、西九州

新幹線や北陸新幹線関連工事の着実な遂行に努めました。

　さらに、鉄道高架化工事、新幹線関連工事、マンション工事等、官公庁工事や民間工事の受注やコスト削減に努

めました。

　この結果、営業収益は前年同期比6.9％増の386億45百万円、営業利益は前年同期比11.8％増の11億99百万円、

EBITDAは前年同期比8.2％増の16億92百万円となりました。
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③　不動産・ホテルグループ

　不動産賃貸業においては、本年４月に「アミュプラザくまもと」を開業しました。一方で、地方自治体からの要

請に従い、駅ビルにおいては、営業時間短縮や、一部テナントの店舗休業を実施しました。

　不動産販売業においては、モデルルームの感染防止対策を講じつつ、分譲マンション「ＭＪＲ堺筋本町タ

ワー」、「ＭＪＲ平尾駅前」や「ＭＪＲ宮崎南パークサイド」等を売上に計上したほか、「ＭＪＲザ・ガーデン下

大利」、「ＭＪＲザ・ガーデン香椎」や「ＭＪＲ熊本ザ・タワー」等の販売に取り組みました。

　ホテル業においては、本年４月に「THE BLOSSOM KUMAMOTO」を開業しました。さらに、テレワークプランの販売

等、限られた需要の取り込みを図りました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う移動の自

粛やイベントの中止、インバウンド需要の消滅等の影響を受けました。

　この結果、営業収益は前年同期比60.3％増の437億74百万円、営業利益は前年同期比356.1％増の67億56百万円、

EBITDAは前年同期比83.0％増の137億３百万円となりました。

 

④　流通・外食グループ

小売業においては、コンビニエンスストアのリニューアルを行うとともに、本年４月に開業した「アミュプラザ

くまもと」に「ハンズビーアミュプラザくまもと店」を出店しました。さらに、本年８月にオープンしたJR九州グ

ループのＥＣサイト「駅長おすすめのe-MALL」における「呼子 萬坊」や「FAMILK!!」のオンライン出店に加え、

本年９月には、コンビニエンス事業では初の関東進出となる「ファミマ虎ノ門ヒルズ店」を出店しました。

飲食業においては、本年４月に開業した「アミュプラザくまもと」にシナモンロール専門店「シナボン」を出店

するなど新規出店の拡大に努めました。また、本年８月には「うまや」としては初の郊外型独立店舗を出店したほ

か、博多駅のホームの店舗をポップアップショップとして活用する取り組みを継続するなど、新たな需要の創出に

向けた取り組みを行いました。さらに、不採算店舗の閉店など一層の経営効率化にも努めました。

しかしながら、駅構内店舗や既存の飲食店舗で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う移動需要の減少お

よび消費需要の低迷による影響を受けるとともに、昨年５月にＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社の株式の一部を

株式会社ツルハホールディングスへ譲渡し、同社を前年第１四半期連結会計期間末より連結の範囲から除外したこ

との影響を受けました。

この結果、営業収益は前年同期比33.2％減の196億67百万円、営業損失は11億24百万円（前年同期の営業損失は

19億47百万円）、EBITDAは△５億37百万円（前年同期のEBITDAは△12億29百万円）となりました。

 

⑤　その他グループ

　建設機械販売・レンタル事業においては、積極的な営業活動を行い収益の確保に努めました。

　この結果、営業収益は前年同期比2.0％減の277億29百万円、営業利益は前年同期比195.2％増の12億95百万円、

EBITDAは前年同期比67.0％増の21億16百万円となりました。

 

(注) セグメント別のEBITDAは、各セグメントにおける営業利益に減価償却費を加えた数値（セグメント間取引消

去前、転貸を目的としたリース資産に係る減価償却費を除く）であります。
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（参考）当社の鉄道事業の営業実績

①輸送実績

区分 単位
第35期第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

 

前年同期比（％）

営業日数 日 183 100.0

営業キロ

新幹線 キロ 288.9 100.0

在来線 〃 1,984.1 100.0

計 〃 2,273.0 100.0

輸送人員

定期 千人 99,589 105.4

定期外 〃 34,343 121.0

計 〃 133,932 109.0

輸送人
キロ

 

新幹線

定期 千人キロ 92,004 100.2

定期外 〃 333,030 124.0

計 〃 425,034 117.9

在来線

幹線

定期 〃 1,572,372 106.4

定期外 〃 653,754 127.1

計 〃 2,226,126 111.8

地方

交通線

定期 〃 235,666 105.6

定期外 〃 65,413 127.0

計 〃 301,080 109.6

計

定期 〃 1,808,038 106.3

定期外 〃 719,168 127.1

計 〃 2,527,206 111.5

合計

定期 〃 1,900,043 106.0

定期外 〃 1,052,198 126.1

計 〃 2,952,241 112.4
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②収入実績

区分 単位
第35期第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

 

前年同期比（％）

旅客運輸収入

新幹線

定期 百万円 1,270 101.0

定期外 〃 10,052 129.3

計 〃 11,322 125.4

在来線

定期 〃 12,994 109.9

定期外 〃 15,572 131,7

計 〃 28,567 120.8

合計

定期 〃 14,265 109.0

定期外 〃 25,624 130.8

計 〃 39,889 122.1

荷物収入 〃 1 -

合計 〃 39,891 122.1

鉄道線路使用料収入 〃 240 93.0

運輸雑収 〃 6,109 101.8

収入合計 〃 46,241 118.8
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(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ3.4％減少し、8,612億57百万円と

なりました。流動資産は、売掛金の回収等により前連結会計年度末に比べ33.7％減少し、1,332億86百万円となり

ました。固定資産は、有形固定資産の取得等により前連結会計年度末に比べ5.4％増加し、7,279億71百万円となり

ました。

一方、負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ2.6％減少し、4,831億35百万円となりました。流動負債

は、未払金や買掛金の支払等により前連結会計年度末に比べ21.4％減少し、1,137億36百万円となりました。固定

負債は、社債の発行等により前連結会計年度末に比べ5.2％増加し、3,693億98百万円となりました。

また、純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ4.4％減少し、3,781億22百万円となりました。これは、

配当金の支払等による利益剰余金の減等によるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前四半期純損失が改善したこと等により、216億69百万円となり

ました。（前年同期は151億93百万円の支出）

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、関係会社株式売却による収入が減少したこと等により前年同期に比べ325億

79百万円増加し、520億６百万円となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、長期借入金及び社債の発行が減少したこと等により前年同期に比べ1,193億

18百万円減少し、59億31百万円となりました。

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ241億46百

万円減少し、408億72百万円となりました。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億14百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 640,000,000

計 640,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 157,301,600 157,301,600

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

で、単元株式数は

100株であります。

計 157,301,600 157,301,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
- 157,301,600 - 16,000 - 171,908
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（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 21,750 13.83

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 7,259 4.61

RAILWAY HOLDINGS,L.L.C.

（常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社　オペ

レーション本部）

1601 WASHINGTON AVENUE,SUITE 800, MIAMI

BEACH,FL, 33139, USA

（東京都千代田区大手町１丁目９－７大手町

フィナンシャルシティサウスタワー）

7,162 4.56

太陽生命保険株式会社

 

東京都中央区日本橋２丁目７－１

 

3,200 2.03

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号日本生

命証券管理部内

3,128 1.99

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 2,416 1.54

東海旅客鉄道株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅１丁目１番４号 2,077 1.32

JP MORGAN CHASE BANK 385781
25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,

E14 5JP,UNITED KINGDOM
2,028 1.29

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 1,974 1.25

西日本旅客鉄道株式会社 大阪府大阪市北区芝田２丁目４－24 1,972 1.26

計 － 52,969 33.67

 

 

 

(注）　2021年８月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社、三井住友

トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社が、2021年８月13日現在で以

下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有

株式数の確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。

       なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 337 0.21

三井住友トラスト・アセットマネ
ジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 5,315 3.38

日興アセットマネジメント株式会
社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,243 1.43
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 157,066,800 1,570,668

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式で、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 234,800 － －

発行済株式総数 普通株式 157,301,600 － －

総株主の議決権  － 1,570,668 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当

社株式183,700株（議決権1,837個）が含まれております。なお、当該議決権の数1,837個は、議決権不行使となっ

ております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式183,700株は、上記自己株式等には含めており

ません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

四半期報告書

14/29



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 22,927 32,872

受取手形及び売掛金 50,857 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 35,652

未収運賃 1,059 1,792

有価証券 42,096 8,031

商品及び製品 13,583 6,031

仕掛品 20,429 21,966

原材料及び貯蔵品 8,352 9,793

その他 41,646 17,187

貸倒引当金 △47 △43

流動資産合計 200,906 133,286

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 284,255 309,042

機械装置及び運搬具（純額） 38,047 40,225

土地 153,553 156,129

リース資産（純額） 19,664 19,452

建設仮勘定 28,498 35,674

その他（純額） 8,002 7,905

有形固定資産合計 532,021 568,430

無形固定資産 3,940 3,670

投資その他の資産   

投資有価証券 45,162 44,840

繰延税金資産 55,252 54,100

退職給付に係る資産 873 1,027

その他 54,062 56,732

貸倒引当金 △840 △830

投資その他の資産合計 154,510 155,871

固定資産合計 690,472 727,971

資産合計 891,379 861,257
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 31,942 15,404

短期借入金 6,885 6,850

コマーシャル・ペーパー － 5,000

１年内返済予定の長期借入金 4,674 4,677

未払金 47,952 26,885

未払法人税等 2,749 500

預り連絡運賃 3,060 1,224

前受運賃 4,737 5,076

賞与引当金 5,814 6,686

その他 36,864 41,431

流動負債合計 144,681 113,736

固定負債   

社債 80,000 100,000

長期借入金 159,383 158,091

安全・環境対策等引当金 1,412 1,412

災害損失引当金 3,773 4,109

退職給付に係る負債 50,507 49,807

資産除去債務 1,462 1,458

その他 54,750 54,519

固定負債合計 351,290 369,398

負債合計 495,971 483,135

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,000 16,000

資本剰余金 224,021 224,910

利益剰余金 150,017 132,665

自己株式 △594 △591

株主資本合計 389,445 372,984

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,079 8,404

為替換算調整勘定 △186 243

退職給付に係る調整累計額 △6,148 △5,559

その他の包括利益累計額合計 743 3,088

非支配株主持分 5,218 2,049

純資産合計 395,408 378,122

負債純資産合計 891,379 861,257
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業収益 124,552 141,621

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 99,248 100,825

販売費及び一般管理費 ※２ 45,875 ※２ 44,868

営業費合計 ※１ 145,124 ※１ 145,693

営業損失（△） △20,571 △4,072

営業外収益   

受取利息 40 40

受取配当金 373 320

金銭の信託運用益 783 1,079

雇用調整助成金 579 1,295

雑収入 351 1,823

営業外収益合計 2,128 4,558

営業外費用   

支払利息 821 739

為替差損 0 499

雑損失 256 311

営業外費用合計 1,077 1,549

経常損失（△） △19,520 △1,064

特別利益   

工事負担金等受入額 987 487

関係会社株式売却益 9,144 －

その他 343 272

特別利益合計 10,475 760

特別損失   

固定資産圧縮損 947 478

災害損失引当金繰入額 5,306 936

災害による損失 156 13

その他 1,139 276

特別損失合計 7,549 1,705

税金等調整前四半期純損失（△） △16,593 △2,009

法人税、住民税及び事業税 300 467

法人税等調整額 △6,489 △228

法人税等合計 △6,188 238

四半期純損失（△） △10,405 △2,247

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △156 △222

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △10,248 △2,025
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純損失（△） △10,405 △2,247

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,708 1,323

繰延ヘッジ損益 △15 －

為替換算調整勘定 △46 430

退職給付に係る調整額 508 573

その他の包括利益合計 △3,261 2,327

四半期包括利益 △13,666 80

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △13,492 203

非支配株主に係る四半期包括利益 △174 △123

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

四半期報告書

19/29



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △16,593 △2,009

減価償却費 14,158 13,965

固定資産圧縮損 947 478

災害損失引当金の繰入額 5,306 936

災害損失 156 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △13

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,306 △27

受取利息及び受取配当金 △413 △360

支払利息 821 739

為替差損益（△は益） 0 493

工事負担金等受入額 △987 △487

関係会社株式売却益 △9,144 －

売上債権の増減額（△は増加） 7,552 14,473

棚卸資産の増減額（△は増加） △8,622 5,327

仕入債務の増減額（△は減少） △5,952 △18,035

金銭の信託運用益 △783 △1,079

雇用調整助成金 △579 △1,295

その他 4,341 8,982

小計 △11,115 22,101

利息及び配当金の受取額 408 354

利息の支払額 △688 △694

金銭の信託運用益の受取額 776 1,068

災害損失の支払額 △2,060 △1,559

法人税等の支払額 △3,092 △494

雇用調整助成金の受取額 579 895

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,193 21,669

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △57,395 △59,518

投資有価証券の取得による支出 △1,314 △986

工事負担金等受入による収入 19,487 7,311

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

売却による収入
12,311 －

その他 7,484 1,187

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,427 △52,006

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 67 △52

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） － 5,000

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △9,155 △1,305

長期未払金の返済による支出 △129 △131

社債の発行による収入 40,000 20,000

預り敷金及び保証金の受入による収入 2,096 896

預り敷金及び保証金の返還による支出 △577 △291

配当金の支払額 △7,314 △14,629

非支配株主への配当金の支払額 △7 △7

連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出
－ △2,035

その他 270 △1,512

財務活動によるキャッシュ・フロー 125,250 5,931

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 258

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 90,599 △24,146

現金及び現金同等物の期首残高 23,817 65,019

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 114,417 ※ 40,872
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　新たに設立したＪＲ九州アセットマネジメント株式会社（設立日 2021年４月１日）及び合同会社ＪＲ九州

企業投資（設立日 2021年４月１日）を第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　また、新たに設立した株式会社ヌルボン（設立日 2021年８月10日）を当第２四半期連結会計期間より連結

の範囲に含めております。

　従来、連結子会社であったＪＲ九州ホテルズアンドリゾーツホールディングス株式会社は、清算結了したこ

とから第１四半期連結会計期間末より連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更等）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる

主な変更点は以下のとおりです。

 

(1) 請負工事に係る収益認識

　従来は請負工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準を、それ以

外の工事には工事完成基準を適用しておりました。これを当連結会計年度より、履行義務を充足するにつれて、

一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見

積りができない工事については、原価回収基準を適用しております。

 

(2) 代理人取引に係る収益認識

　一部の取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりました。これを当連結会

計年度より、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、

顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

 

(3) シニア事業に係る収益認識

　従来は有料老人ホームの入居一時金の一部に関して、返還を要しないことが確定した時点で収益を認識してお

りました。これを当連結会計年度より、履行義務の充足に係る合理的な期間を見積り、当該進捗度に基づき収益

を一定の期間にわたり認識することとしております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,048百万円増加し、営業費は1,017百万円増加し、営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ30百万円改善しております。また、利益剰余金の当期首

残高は698百万円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年

度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計

期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更）

（有形固定資産の減価償却方法及び耐用年数の変更）

　従来、当社は、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用しておりましたが、第１四半期

連結会計期間より、主として定額法に変更しております。

　当社の鉄道事業においては、現在車両の老朽化が進んでおり、中期経営計画では、効率的なエネルギーの利用

を目的に省エネ車両の開発及び導入拡大を行うこととし、この方針に則って、在来線車両の置き換えとして821

系近郊型交流電車やＹＣ１系蓄電池搭載型ディーゼルエレクトリック車両などの新製を進めております。また、

今後、西九州新幹線開業時の新幹線車両の新製など、多額の車両の新規投資が予定されております。

　このような経営環境の変化、及び鉄道事業における今後の投資計画に対応して、鉄道事業を始めとする有形固

定資産全体の将来の経済的便益の費消パターンを再検討した結果、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産

の減価償却方法を主として定額法に変更することが経済実態をより適切に反映すると判断しました。

　また、従来、当社の有形固定資産の耐用年数は、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりました

が、減価償却方法の変更を契機に、第１四半期連結会計期間より耐用年数を経済的な使用可能予測期間に見直し

ております。この見直しは、有形固定資産の物理的耐用年数並びにその使用実績等を総合的に考慮して決定した

ものであります。

　これらの変更により、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整

前四半期純損失がそれぞれ1,615百万円改善しております。

　なお、セグメント情報に与える影響については、「(セグメント情報等)」に記載しております。

 

 

（追加情報）

　　　　（連結納税制度の適用）

　　　　　当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より連結納税制度を適用しております。

 

　　　　（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創

設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた

項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実

務対応報告第39号2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第28号2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。

 

（「令和三年八月七日から同月二十三日までの間の暴風雨及び豪雨による災害」による被害の発生）

　2021年８月に九州各地で発生した大雨の影響により、佐世保線及び久大本線をはじめ、複数の路線において、

橋りょう上の線路の変状や線路の冠水をはじめとする被害が発生しました。これによる復旧費用等のうち、当第

２四半期連結累計期間における復旧費用等を「災害による損失」として、また、第３四半期連結会計期間以降に

見込まれる復旧費用等は、その金額を合理的に見積り、「災害損失引当金繰入額」として、当第２四半期連結累

計期間の四半期連結損益計算書の特別損失に計上しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　引当金繰入額の内訳及び退職給付費用は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

賞与引当金繰入額 6,013百万円 6,686百万円

退職給付費用 2,382 2,440

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日
　　至　2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

人件費 16,219百万円 15,141百万円

経費 20,733 20,883

諸税 6,392 6,604

減価償却費 2,428 2,217
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 42,963百万円 32,872百万円

有価証券勘定

　（預入期間が３ヶ月以内の譲渡性預金）
68,454 5,000

有価証券勘定

　（預入期間が３ヶ月以内の金銭信託）
3,000 3,000

現金及び現金同等物 114,417 40,872
 
 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 2020年６月23日

 定時株主総会
普通株式 7,314 利益剰余金 46.5 2020年３月31日 2020年６月24日

　　　　　（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当

　　　　　　　　金８百万円が含まれております。

 

　２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 2021年６月23日

 定時株主総会
普通株式 14,629 利益剰余金 93.0 2021年３月31日 2021年６月24日

　　　　　（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当

　　　　　　　　金17百万円が含まれております。

 

　２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

計
調整額
（注）2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）3 

運輸
サービス

建設
不動産・
ホテル

流通・
外食

売上高         

外部顧客への売上高 38,123 15,727 25,650 29,386 15,664 124,552 － 124,552

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,230 20,415 1,652 61 12,617 37,977 △37,977 －

計 41,353 36,142 27,303 29,448 28,282 162,530 △37,977 124,552

セグメント利益又は

損失（△）
△21,152 1,073 1,481 △1,947 438 △20,107 △463 △20,571

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械販売・レンタ

ル事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△463百万円は、セグメント間取引消去です。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の減少による資産の著しい減少）

　ＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社（現：株式会社ドラッグイレブン）を連結の範囲から除外した

ことにより、前連結会計年度に比べ「流通・外食」のセグメント資産が、18,657百万円減少しており

ます。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

計
調整額
（注）2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）3 

運輸
サービス

建設
不動産・
ホテル

流通・
外食

売上高         

外部顧客への売上高 45,568 18,475 41,872 19,583 16,122 141,621 － 141,621

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,402 20,169 1,902 84 11,607 37,166 △37,166 －

計 48,970 38,645 43,774 19,667 27,729 178,787 △37,166 141,621

セグメント利益又は

損失（△）
△11,983 1,199 6,756 △1,124 1,295 △3,856 △216 △4,072

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械販売・レンタ

ル事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△216百万円は、セグメント間取引消去です。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　　　　　　「会計方針の変更等」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適

用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同

様に変更しております。

　　　　　　当該変更により、従来の方法に比べて、売上高は、「運輸サービス」で136百万円減少、「建設」で

4,401百万円増加、「不動産・ホテル」で26百万円減少、「流通・外食」で729百万円減少、「その他」

で356百万円減少しております。セグメント利益は、「不動産・ホテル」で30百万円改善しておりま

す。

 

（有形固定資産の減価償却方法及び耐用年数の変更）
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　　　　　　「会計方針の変更等」に記載のとおり、当社は、有形固定資産の減価償却方法について、主として定

率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より主として定額法に変更しております。ま

た、減価償却方法の変更を契機に、第１四半期連結会計期間より耐用年数を経済的な使用可能予測期間

に見直しております。これらの変更により、従来の方法と比べて「運輸サービス」の当第２四半期連結

累計期間のセグメント損失が1,615百万円改善しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

運輸サービス
建設

定期 定期外 その他

顧客との契約から

生じる収益
14,265 25,624 5,206 18,292

その他の源泉から

生じる収益
－ － 471 183

外部顧客への売上高 14,265 25,624 5,678 18,475

 

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計額不動産・ホテル
流通・外食

不動産賃貸業 不動産販売業 ホテル業

顧客との契約から

生じる収益
11,204 11,943 3,529 19,516 14,231 123,813

その他の源泉から

生じる収益
15,194 － － 66 1,891 17,807

外部顧客への売上高 26,399 11,943 3,529 19,583 16,122 141,621
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △65円23銭 △12円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（百万円）
△10,248 △2,025

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（百万円）
△10,248 △2,025

普通株式の期中平均株式数（株） 157,116,250 157,117,450

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式

は、１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めております。１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上、控除した当該自己株式の期中平均

株式数は、前第２四半期連結累計期間において185,350株であり、当第２四半期連結累計期間におい

て184,150株であります。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2021年11月2日

九州旅客鉄道株式会社

 取 締 役 会 　御中  

 

  有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ 

 　福 岡 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 磯俣　克平　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 家元　清文　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙尾　圭輔　　印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている九州旅客鉄道株式

会社の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2021年7月1日から2021年9月30日

まで）及び第2四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、九州旅客鉄道株式会社及び連結子会社の2021年9月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載されているとおり、従

来、会社は有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より主と

して定額法に変更している。また、減価償却方法の変更を契機に、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数

を見直している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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